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はじめに
　図書館活動に係る著作権法改正の動向は、日本につ
いては紹介されることがある（CA1528 参照）（1）もの
の、外国の動向については、特定の国（CA1604 参照）
や特定の分野（CA1579 参照）を扱ったものはあるが、
全体については管見によれば見当たらない。
　そこで本稿では、欧州連合（EU）を含む欧米諸国
における著作権法の改正の動向についてレビューする
ことで、世界的な動向を明らかにすることとしたい。
それに際しては、情報のデジタル化・ネットワーク化
に係る著作権法の対応が行われた 1990 年代からの動
向と、その対応がおおむね終わるタイミングで生じた
Google ブックスプロジェクトへの対応が中心となっ
た 2005 年ごろ以降の 2 期に分けて説明することとす
る。
　なお、紙幅の都合で、世界知的所有権機関（WIPO）
の動向については、別の機会に譲る。

1．1990 年代からの動向
1.1　EU 及び米国の動向
　EU と米国においては、1990 年代の半ばから、情報
のデジタル化・ネットワーク化に著作権法を対応さ
せるための著作権法の改正の検討が行われた。WIPO
でも同様にこの問題に取り組んでおり、その成果は、
1996 年に採択された著作権に関する世界知的所有権
機関条約（WCT）（2）に結実した。ただ、WCT におい
ては著作権の権利制限規定は、いわゆる「スリー・ス
テップ・テスト」に準拠して各国が定めることを認め
る規定（第 10 条（2））を置くのみであって、図書館
活動に直接適用する規定は置かれていなかった。
　これに対し、EU 及び米国では、この検討の中で、
図書館の諸活動とデジタル環境との調和を図るための
規定を設ける必要性についても提唱された。すなわち、
EU では、1995 年 7 月に出された報告書（3）の中で、デ
ジタル送信等に関する著作権の拡大と、図書館のよう
な機関での著作物等を広める機能との調和が必要であ
るとする提言を出した。米国においても、同年 9 月に
出された報告書（4）の中で、図書館の諸活動に対して適
用される権利制限規定である米連邦著作権法第 108 条

動向レビュー

につき、デジタル複製を許容すべきとする提言を出し
た（CA1115 参照）。
　その結果、米国においては 1998 年に制定された連
邦著作権法の改正法である「デジタルミレニアム著
作権法（DMCA）」（5）において、米連邦著作権法第 108
条（c）項の一部改正がなされ、保存のために許容さ
れる複製部数が 1 部から 3 部まで増え、さらに、図書
館外ではデジタル形式で公衆に利用可能になっていな
い場合には、デジタル形式で複製してもよいこととさ
れた。また、再生機器が製作されず、または市場にお
いて入手できないときは、著作物を新しい形式に複製
することが許容された（6）。このほか、同年に制定され
た「著作権保護期間延長法」（7）においては（h）項が追
加され、保護期間の最後の 20 年間に属する著作物の
うち、相当の調査の結果、商業的利用の対象となって
おらず、かつ、相当の価格で入手できないと図書館等
が判断したものについては、当該図書館等が、保存や
学術研究のため、複製、頒布、展示または実演するこ
とが許容された（8）。
　また、EU においても、2001 年に制定された「情報
社会における著作権及び関連権の特定側面の調和に関
する欧州議会及び委員会の 2001 年 5 月 22 日の指令
2001/29/EC」（EU 情報社会指令）（9）において、公衆が
利用可能な図書館、教育施設もしくは博物館または文
書館が、直接的または間接的な、経済的または商業的
な利益を目的としない複製の特定の行為につき、EU
諸国が複製権についての権利制限規定を設けることを
認める規定（第 5 条第 2 項（c））を設けた。また、視
覚による情報の認識に支障を来す障害者等のための著
作物の利用についての権利制限規定を設けることを認
める規定（第 5 条第 3 項（b））も設けられている。
　また、公貸権制度については、1992 年 11 月に、「貸
与権及び貸出権並びに知的所有権分野における著作
権に関係する権利に関する 1992 年 11 月 19 日の欧
州理事会指令」（10）（EU 貸与権指令）が制定され、フ
ランス等の未導入国への導入が進む契機となった

（CA1579 参照）。

1.2　EU 諸国の動向
　EU 諸国では、EU 指令として定められた内容につ
き、国内法を EU 指令に適合することが義務づけられ
る。このため、EU 諸国では、この適合を行うという
形で、障害者サービスを含む図書館活動に係る著作権
法の改正が行われることとなった。

（1）　ドイツ
　ドイツでは、2003 年（第一バスケット）（11）および
2007 年（第二バスケット）（12）の 2 回にわたって改正が
行われた。前者では、障害者のための非営利目的での＊関西館文献提供課
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複製および頒布につき原則として補償金の支払いを条
件に許容する規定（第 52a 条）が設けられた。後者で
は、公共図書館等において、その所蔵する著作物をデ
ジタル化の上、当該施設の構内に専用に設置された閲
覧用端末を用いて、調査・私的研究目的で提供するこ
とを原則として認める規定（第 52b 条）が設けられた。
ただし、この提供にあたっては、集中管理団体への相
当な報酬の支払いが必要となる。なお、この改正にお
いては、1999 年のドイツ最高裁によるコピー送付サー
ビスに関する判決の条文化のため、第 53a 条が新設さ
れた。これは、公共図書館（13）に対し、一定の要件を
満たした場合における郵便・FAX の方法による資料
の一部分の送付と、授業の解説または学術的研究等の
目的であって、かつ、契約で明示的に禁止されていな
い場合には、電子的形式により、コピーを画像データ
で送付することについても許容するものである。

（2）　フランス
　フランスでは、2006 年 8 月に「情報社会における
著作権及び著作隣接権に関する 2006 年 8 月１日の法
律第 2006-961 号」（14）が制定され、公衆に開かれた図
書館等における、営利を目的としない業務としての、
保存または閲覧のための複製を許容する規定（L. 第
122－5 条第 8 号）と、視覚による情報の認識に支障
を来す障害者等のために図書館等が複製、上演、演奏
等を行うことを許容する規定（L. 第 122－5 条第 7 号）
が、知的所有権法典に追加された。
　このほかの動きとしては、公貸権制度を導入するた
め、2003 年 6 月に「図書館における貸与に基づく報
酬及び著作者の社会的保護の強化に関する 2003 年 6
月 18 日の法律第 2003－517 号」（15）が制定されたこと
が挙げられる。同法では、図書館の貸出しに対する法
定許諾（L. 第 133－1 条）、報酬の受領方法（L. 第 133
－2 条）、報酬の財源（L. 第 133-3 条）および受領し
た金銭の分配方法（L. 第 133－4 条）が、知的所有権
法典に追加された。

（3）　英国
　英国では、2002 年 11 月、「2002 年著作権（視覚障
害者）法」（16）により、視覚障害者自身による録音図
書等の作成を許容する規定（第 31A 条）、図書館を含
む（17）非営利団体による、視覚障害者が個人的に使用
するための録音図書等の作成を許容する規定（第 31B
条）、第 31B 条による作成のためのマスターコピーの
中間生成物の保有を許容する規定（第 31C 条）等が、
1988 年著作権、意匠及び特許法に追加された。
　また、「1996 年著作権及び隣接権法」（18）において、
EU 貸与権指令に適合するために貸与権（rental	and	
lending	right）を新たに設けるにあたり、1979 年か
ら導入している公貸権制度との整合を取るため、教育

機関における無償貸与（lending）（第 36A 条）とと
もに、公貸権制度の枠組みで行われる図書館・文書館
による無償貸与について、著作権侵害とはならない旨
の規定（第 40A 条）が設けられた。

2．2005 年ごろからの動向
2.1　米国の動向

（1）　「孤児著作物（Orphan Works）」問題への対応
　米国の「孤児著作物」問題の発端は、1976 年の著
作権法改正のときにさかのぼる（19）。この法改正によ
り著作権登録が著作権保護の要件ではなくなったこと
から、著作権の消滅の有無を著作権局の記録から確認
できなくなり、ひいては著作物の利用を阻害するので
はないかという懸念が生じた。さらに、前述の「著作
権保護期間延長法」による保護期間の延長により、そ
の懸念が更に高まったこと等の状況を踏まえ、米国連
邦議会からの調査要請が米国著作権局にあり、2006
年 1 月 23 日に報告書（20）を提出・公表した（21）。
　この報告書では、①著作権者または著作者もし
くは著作権者の帰属に関する合理的に入念な調査

（reasonably	diligent	search）の要件と、②利用者が
合理的に入念な調査を行ったことを立証したときの
救済の制限を主な内容（22）とする。ただ、この報告書
に基づく法案は数回提出されているものの、後述の
Google ブックス訴訟の影響もあり（23）、いずれも成立
には至っていない（24）。

（2）　著作権法第 108 条の改正の検討
　また、前述の米連邦著作権法第 108 条を、近年のデ
ジタル技術の進展に適合させるための改正内容を検討
する動き（CA1604 参照）がある。この検討は、2005
年に活動を開始した「第 108 条研究会（The	Section	
108	study	Group）」の下で行われ、2008 年 3 月に報
告書（25）が提出された。この報告書では、①博物館も
第 108 条の適用対象にすること、②適用対象施設の要
件を課すこと、③第 108 条の行為のアウトソーシング
を可能とすること等を提言している（26）。

（3）　Google ブックス訴訟以降の動向
　2004 年ごろからの Google ブックスプロジェクトは、
2005 年の権利者側からの訴訟（27）（CA1702 参照）を招
き、その経過の中で、書籍の大量デジタル化における
法的な問題の存在を顕在化するに至った。このことを
受け、米国著作権局は、2011 年に報告書（28）を公表し
た。この中で、大量デジタル化と「孤児著作物」の問
題についての解決策として、拡大集中許諾（extended	
collective	licensing）と法定許諾（statutory	licensing）
を新たに掲げている。この報告書の公表後、米国著作
権局は法改正に向けた動きをみせており（29）、近いうち
に改正法案が出てくるのではないかと思われる。
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2.2　EU の動向
　EU では、2005 年に策定された、各国の文化遺産を
オンラインで提供する欧州デジタル図書館計画（E390
参照）に係る「孤児著作物」の利用に関する問題の解
決のため、2006 年 8 月、そのための「勧告」（30）を出した。
ただ、「勧告」は、何ら法的に加盟国を拘束するもの
ではないこともあり、この「勧告」の内容を導入した
加盟国はほとんどなかった。このようなこともあり、
EU では、2012 年 10 月、「孤児著作物の特定の許容さ
れる利用に関する欧州議会及び委員会による 2012 年
10 月 25 日の指令 2012/28/EU」（31）（EU 孤児著作物指
令）を出し、EU 諸国に対応を義務づけることとした

（CA1771 参照）。
　この指令では、図書館等が、その所蔵する特定の
範囲の著作物につき、権利者に関する入念な調査（dil-
igent	search）を行ったにもかかわらず、その所在が
確認されないときは、「孤児著作物の状態」であると
され、デジタル化やインターネット送信、目録・索引
の作成、保存・修復のために利用することができるこ
ととした。さらに、一の加盟国で「孤児著作物の状態」
であると認められたものは、すべての加盟国でも同様
に利用できることとされた。そして、権利者によるオ
プトアウトを認め、その場合の補償金の支払いを求め
ている（32）。

2.3　EU 諸国の動向
（1）　ドイツ
　ドイツでは、2013 年 10 月 8 日、「著作権法の孤児
著作物及び絶版著作物の利用その他の改正に関する法
律」（33）が成立し、EU 孤児著作物指令の内容に沿った
形で、「孤児著作物」の利用（第 61 条）、入念な調査
の要件（第 61a 条）、著作権者からの申出による利用
の中止と補償金の支払い（第 61b 条）及び公共放送機
関による「孤児著作物」の利用（第 61c 条）の各条が
新設された（34）。また、この法律では、絶版になった
著作物につき、一種の拡大集中許諾制度とみられる制
度を、著作権等の管理に関する法律に導入する改正も
行われた（35）。

（2）　フランス
　フランス（36）では、すでに 1997 年 10 月に、国立図
書館（BnF）による電子図書館 Gallica を開設（CA1193
参照）するなど、電子図書館に関する施策を積極的に
行ってきた。そのような中、前述のような Google ブッ
クスプロジェクトが始まり、それへの対抗の意味も込
めて、2011 年 2 月 1 日に、文化通信省、BnF、出版
社組合及び文学者協会が、絶版資料のデジタル化と有
償提供に関する基本合意を締結し、50 万件に及ぶ絶
版資料を 5 年間以内でデジタル化し、有償提供を行う

こととなった（E1144 参照）。	また、この合意に基づ
き、2012 年 3 月 1 日、「20 世紀の入手不可能な書籍の
電子的利用に関する 2012 年 3 月 1 日の法律第 2012－
287 号」（37）が制定された（E1285 参照）。この法律は、
BnF が運用するデータベースに登録された絶版書籍
につき、文化・通信相が認可した著作権集中管理団体
が、第三者に対して電子的利用を許諾することができ
るようにしたものである（L. 第 134－1 条～ L. 第 134
－9 条）。この中で、図書館に対しては、最初の利用
許諾から 10 年以内に権利者が見つからなかった場合
には、無償で利用の許諾を行う規定が設けられている

（L. 第 134－8 条）。
　なお、EU 孤児著作物指令の国内法化については、
閣議決定を経て、2014 年 10 月 22 日、同指令の内容
をそのまま国内法化した条項を含む法案（38）が下院に
上程されたところである。

（3）　英国
　英国では、知的財産権を取り巻く地球的規模の変化
に対応するための検討結果につき、2006 年 11 月、「知
的財産に関するガワーズ・レビュー」（39）が公表され

（E582 参照）。この報告書では、54 項目にも及ぶ提言
が掲載され、その中には、補償金なしでの私的複製の
例外規定の導入（勧告 8）、研究のための私的複製の
許容（提言 9）、図書館が資料保存のために行う再複
製の許容（提言 10a）、音楽レコードの劣化防止のた
めの媒体変換の許容（提言 10b）、EU 情報社会指令に

「孤児著作物」に関する規定を加えるよう欧州委員会
に提案すること（提言 10c）が含まれていた。
　次に英国政府は、デジタル時代における通信、放送、
コンテンツに関する包括的な政策「デジタル・ブリテ
ン」の最終報告書（40）を 2009 年 6 月に公表した（E946
参照）。この中では、「孤児著作物」について一定の条
件のもとで政府が許諾を得られるようにするための措
置の導入（p.115-117）や、公貸権制度の図書以外の出
版形式のものへの拡大（p.132）（CA1754 参照）が含
まれていた。
　この報告書の内容を受け、2010 年 4 月に制定され
た「2010 年デジタル経済法」（41）では、「孤児著作物」
に関する規定は含まれなかった（42）一方、公貸権制度
に関する規定は設けられた（第 43 条）。同条は、1979
年公貸権法第 5 条（2）の「図書（book）」にオーディ
オブック（audio-book）と電子書籍（e-book）を加え、

「貸出（lent	out）」を、図書館施設外から一定期間内
に利用可能となることと定義（館外の場所に電子的な
伝達手段で送られる場合は除外）する改正と、1988
年著作権、意匠及び特許法第 40A 条に、この改正内
容を反映するための改正を内容としている。この改正
の実施は、中央政府の財政難により、しばらく見送ら
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れていた（CA1754 参照）が、実施のための細則（43）が
2014 年 8 月 1 日に施行され、2016 年 2 月に支払いを
開始するとのことである（44）。
　また、2011 年 5 月には、政府の諮問に基づき、知
的財産政策に関する報告書（ハーグリーヴズ・レ
ビュー）（45）が公表され、同年 8 月、政府がこの報告書
の内容をほぼ受け入れた報告書「知的財産及び成長に
関するハーグリーヴズ・レビューへの政府の応答」（46）

を公表した。ここでは、ハーグリーヴズ・レビューに
記された 11 の提言に対する政府の行動とその期限が
記されている。「孤児著作物」（提言 4）では「孤児著
作物」の大量の許諾手続について拡大集中許諾制度の
構築を内容とする提案を、「著作権の制限」（提言 5）
では限定的な私的複製、図書館でのアーカイビング等
の権利制限の枠組みの提案を、それぞれ 2011 年 8 月
末までに行うこととされている（E1206 参照）。
　これらのうち、「孤児著作物」については、2013 年
4 月に制定された「2013 年企業及び規制改革法」（47）

第 77 条により、1988 年著作権、意匠および特許法
に、大臣による「孤児著作物」利用の許諾の制度（第
116A 条）及び拡大集中許諾制度（第 116B 条）が加
えられた（48）。さらに、2014 年 10 月には、下位法令（49）

が施行され、同月 29 日には早速 9,100 万点の文化的
に価値が高い「孤児著作物」（日記、写真、オーラル
ヒストリーの録音物、ドキュメンタリー映像等）が、
知的財産庁による許諾の対象となった（50）。
　また、「著作権の制限」については、2014 年 6 月に
制定された「2014 年著作権及び実演の権利（調査、
教育、図書館及び文書館）法」（51）において、調査、私
的学習、非営利調査におけるテキスト・データ分析、
教育目的での利用、図書館の活動、フォークソングの
録音物の作成等、保存目的での放送番組の録音録画に
関する権利制限につき、1988 年著作権、意匠及び特
許法が改正された。このうち図書館の活動については、
①図書館、文書館、博物館及び教育機関の施設内の
端末を通じてのデジタル化された所蔵資料の利用（第
40B 条の新設）、②他の図書館に著作物全体の複製物
を提供できる著作物の範囲の拡大（第 41 条の改正）、
③代替複製物の作成範囲の拡大（第 42 条の改正）、④
図書館員による利用者への発行された著作物の複製物
１部の提供（第 42A 条の新設）及び⑤司書及びアー
キビストによる、未発行の著作物のコピーの範囲の拡
大（第 43 条）の 5 つがある。
　さらに、2014 年 5 月には、「2014 年著作権及び実演
の権利（障害者）法」（52）が制定され、1988 年著作権、
意匠及び特許法について、これまで受益者が視覚障害
者に限定されていたのを、すべての種類の障害者に拡
大する改正を行っている。
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